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第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 
 
 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当による自己株式の処分を行うこと

について決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１．処分の概要 

（１） 処 分 期 日 平成 23 年 4 月 5 日 
（２） 処 分 株 式 数 145,868 株 
（３） 処 分 価 額 1 株につき 1,186 円 
（４） 資金調達の額 172,999,448 円 
（５） 処 分 方 法 第三者割当による処分 
（６） 処 分 先 資産管理サービス信託銀行株式会社 
（７） そ の 他 該当事項はありません。 

 
２．第三者割当による自己株式の処分の目的および理由 

当社は、平成 23 年 3 月 15 日開催の取締役会において、当社の従業員持株会である荏原実業社員

持株会（以下、「本持株会」といいます。）に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産

の管理により得た収益を従業員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生を図り、従業員の株価

への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、株式給付

信託（従業員持株会処分型）の導入を決議いたしました（株式給付信託（従業員持株会処分型）の

概要につきましては、本日付「『株式給付信託（従業員持株会処分型）』導入（詳細決定）に関する

お知らせ」をご参照ください。）。本自己株式の処分は、本件導入に際し設定される当社株式の保有

及び処分を行う資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）（本信託の受託者たるみずほ信託銀

行株式会社から再信託を受けた再信託受託者）に対し、第三者割当により自己株式を処分するもの

であります。 
 
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 
（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 
    処分の総額      172,999,448 円 
    諸費用の概算額        －  円 

差引手取概算額    172,999,448 円 
 
 
 



（２）調達する資金の具体的な使途 
 自己株式の処分により調達する資金については、平成 23 年 12 月期（平成 23 年 1 月 1 日～

12 月 31 日）における当社環境関連製品の研究開発費用約 175 百万円の一部に充当します。な

お、支出実行までの資金管理は、当社預金口座にて管理を行います。 
    ＜研究開発費の分野別使用予定金額＞ 

・水処理関連機器の開発・・・・・・・63 百万円 
・脱臭関連機器の開発・・・・・・・・52 百万円 
・計測関連機器の開発・・・・・・・・37 百万円 
・医療関連機器の開発・・・・・・・・ 8 百万円 
・その他・・・・・・・・・・・・・・15 百万円 

        合   計          175 百万円 
   差引手取概算額と上記金額との差額は自己資金を充当する予定です。 
 
４. 資金使途の合理性に関する考え方 

自己株式処分により調達する資金は当社の業務運営に資するものであり、合理性があるものと考

えております。 
 
５．処分条件等の合理性 
（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

処分価額につきましては、恣意性を排除した価額とするため当該処分にかかる取締役会決議

の直前 1 ヶ月間（平成 23 年 2 月 15 日～平成 23 年 3 月 14 日）の株式会社東京証券取引所にお

ける当社株式の終値の平均値（円未満切捨）1,186 円といたしました。 
また、直前 1 ヶ月間の当社株式の終値の平均値を採用することにいたしましたのは、特定の 

一時点を基準にするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用する方が、一時的

な株価変動の影響など特殊要因を排除でき、算定根拠として客観性が高く合理的であると判断

したためです。 
なお、当該価額 1,186 円については、取締役会決議の前日（平成 23 年 3 月 14 日）における

当社株式の終値 1,057 円とのプレミアム率が 12.2％、直近 3 ヶ月間（平成 22 年 12 月 15 日～

平成 23 年 3 月 14 日）における当社株式の終値の平均値 1,212 円（円未満切捨）とのディスカ

ウント率が 2.1％、直近 6 ヶ月間（平成 22 年 9 月 15 日～平成 23 年 3 月 14 日）における当社

株式の終値の平均値 1,203 円（円未満切捨）とのディスカウント率が 1.4％となっており、特に

有利な処分価額には該当しないものと判断しております。 
 
（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

処分数量につきましては、現在の本持株会の年間買付実績を元に、今後 5 年間の信託期間中

に本持株会が資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）より購入する予定数量に相当す

るものであり、その希薄化の規模は発行済株式の総数に対し 2.20％（小数点第 3 位を四捨五入、

平成22年12月31日現在の総議決権個数57,849個に対する割合2.52％）と小規模なものです。 
   また、株式給付信託（従業員持株会処分型）のスキームにより当面は株式市場への本自己株

式処分による株式が大量に流出することは考えられないため、本自己株式処分による株式の希

薄化及び流通市場への影響は軽微であり合理的であると判断しております。 
 
６．処分先の選定理由 
（１）処分先の概要 
  ①名   称 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口） 

②信託契約（株式給付信託契約）の内容 
委 託 者 当社 
受 託 者 みずほ信託銀行株式会社 



みずほ信託銀行株式会社は、平成 23 年 3 月 31 日（予定）に資産管理サービス 
信託銀行株式会社と包括信託契約を締結し、資産管理サービス信託銀行株式会社 
は再信託受託者となります。 

受 益 者 受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員 
信託契約日 平成 23 年 3 月 31 日（予定） 
信託の期間 平成 23 年 4 月 5 日～平成 28 年 4 月 12 日（予定） 
信託の目的 本持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得

た収益を従業員へ分配することを目的とします。 
信 託 財 産 株式及び金銭 
 

（１） 名 称 資産管理サービス信託銀行株式会社 
（２） 

所 在 地 
東京都中央区晴海一丁目 8 番 12 号 
晴海トリトンスクエア タワーＺ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 前田 仁 
（４） 

事 業 内 容 
マスタートラスト業務、有価証券資産の管理業務、 
確定拠出年金の資産管理業務 

（５） 資 本 金 50,000 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 平成 13 年 1 月 22 日 
（７） 発 行 済 株 式 数 1,000,000 株 
（８） 決 算 期 3 月 31 日 
（９） 従 業 員 数 490 人（平成 22 年 3 月 31 日現在） 
（10） 主 要 取 引 先 事業法人、金融法人 
（11） 主 要 取 引 銀 行 － 
（12） 大株主及び持株比率 株式会社みずほフィナンシャルグループ 54％ 
（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 
 人 的 関 係 該当事項はありません。 
 取 引 関 係 該当事項はありません。 
 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 
平成 20 年 3 月期 

（百万円） 
平成 21 年 3 月期 

（百万円） 
平成 22 年 3 月期 

（百万円） 
 純 資 産 53,711 55,627 56,031
 総 資 産 501,671 734,193 643,625
 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 53,711 55,627 56,031
 経 常 収 益 25,347 25,755 22,351
 経 常 利 益 3,261 3,251 1,281
 当 期 純 利 益 1,894 1,915 749
 １株当たり当期純利益 (円 ) 1,894.99 1,915.92 749.63
 １  株  当  た  り  配当金 (円 ) － 380.00 150.00
※ なお、処分先、当該処分先の役員又は主要株主（主な出資者）が反社会的勢力とは一切関係が

ないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 
③上場会社と処分先の関係等 

当社と処分先との間に資本関係、人的関係及び取引関係はありません。また、処分先は当社の

関連当事者ではありません。 



 
（２）処分先を選定した理由 
    株式給付信託（従業員持株会処分型）の導入に伴い、上記信託契約に基づき、再信託受託者

である資産管理サービス信託銀行株式会社内に設定される信託 E 口に割当を行うものでありま

す。 
 
（３）処分先の保有方針 
    割当予定先である資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）は、上記信託契約に基づ

き、5 年間の信託期間内において本持株会に対し毎月定期的に保有株式を売却するために保有す

るものであります。 
当社は、割当予定先である資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）との間におきま

して、払込期日（平成 23 年 4 月 5 日）より 2 年間において、当該処分株式の全部又は一部を

譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名および住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、

譲渡の理由、譲渡の方法等を当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東

京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることにつき、確約書

締結の内諾を得ております。なお、上記信託契約に基づき、本自己株式処分により割当てられ

た株式は、毎月定期的に処分先である資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）から本

持株会に譲渡されることになっております。 
 

（４）処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 
    処分先は、本信託の受託者たるみずほ信託銀行株式会社からの信託金により当社株式の取得

に要する資金を調達する予定です。当該信託金については、受託者たるみずほ信託銀行株式会

社が、平成 23 年 3 月 31 日付金銭消費貸借契約証書に基づく借入金によって払込みが行われる

旨を確認しております。 
 

７．処分後の大株主及び持株比率 
処分前（平成 22 年 12 月 31 日現在） 処分後（潜在株式数反映なし） 

水島 力夫 6.91％ 水島 力夫 6.74％
日本生命保険相互会社 5.29％ 日本生命保険相互会社 5.16％
株式会社みずほ銀行 4.58％ 株式会社みずほ銀行 4.47％
清水暎夫 2.73％ 清水暎夫 2.66％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（中央三井アセット信託銀行再信託分・

CMTB エクイティインベストメンツ株式

会社信託口） 

2.59％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（中央三井アセット信託銀行再信託

分・CMTB エクイティインベストメン

ツ株式会社信託口） 

2.53％

東京海上日動火災保険株式会社 2.59％ 東京海上日動火災保険株式会社 2.53％

第一生命保険株式会社 2.33％
資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託 E 口） 
2.46％

鈴木 久司 2.16％ 第一生命保険株式会社 2.28％
荏原実業社員持株会 1.92％ 鈴木 久司 2.11％
水島 澄子 1.72％ 荏原実業社員持株会 1.87％

（注）処分後の大株主及び持株比率については、平成 22 年 12 月 31 日現在の株主名簿を基準と

して本自己株式処分による増減株式数を考慮したものであります。 
 

８．今後の見通し 
  当期業績予想への影響は軽微であると考えます。 

（企業行動規範上の手続き） 



本件第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではない

ことから、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者から

の意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 
 

９．最近 3 年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 
（１）最近 3 年間の業績（連結）（単位：百万円） 

決 算 期 平成 19 年 12 月期 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期

売 上 高 25,935 26,025 24,245
営業利益又は営業損失（△） 355 678 695
経常利益又は経常損失（△） 341 746 726
当期純利益又は当期純損失（△） △628 244 209
1 株当たり当期純利益又は 
1 株当たり当期純損失（△）（円）

△108 円 54 銭 42 円 40 銭 36 円 18 銭

1 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 40 円 40 円 40 円

1 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 736 円 89 銭 781 円 34 銭 790 円 64 銭

 
（２）現時点における発行済株式の総数及び潜在株式数の状況（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

種    類 株  式  数 
発行済株式の総数 
に対する比率 

発 行 済 株 式 の 総 数 6,640,000 株 100.0％

現時点の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 の 総 数
－株 －％

下限値の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 の 総 数
－株 －％

上限値の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 の 総 数
－株 －％

（注）「潜在株式数」は、新株予約権（ストック・オプション）に係るものであります。 
 
（３）最近の株価の状況 

① 最近 3 年間の状況 
 平成 19 年 12 月期 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期 

始  値 1,629 円 1,360 円 985 円

高  値 2,025 円 1,426 円 1,530 円

安  値 1,431 円 830 円 831 円

終  値 1,450 円 989 円 1,280 円

 



② 最近６ヶ月間の状況 

 
平成 22 年 

9 月 
10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

始  値 1,160 円 1,195 円 1,123 円 1,202 円 1,226 円 1,180 円

高  値 1,240 円 1,210 円 1,207 円 1,305 円 1,234 円 1,208 円

安  値 1,160 円 1,142 円 1,123 円 1,202 円 1,193 円 1,166 円

終  値 1,203 円 1,145 円 1,199 円 1,227 円 1,193 円 1,198 円

 
③ 処分決議日前日における株価 

 平成 23 年 3 月 14 日 
始  値 1,051 円 
高  値 1,080 円 
安  値 1,000 円 
終  値 1,057 円 

 
（４）最近 3 年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 
 
 
10. 処分要領 
（１）処分期日       平成 23 年 4 月 5 日 
（２）申込期日       平成 23 年 4 月 5 日 
（３）処分株式数      145,868 株 
（４）処分価額       1 株につき 1,186 円 
（５）処分価額総額     172,999,448 円 
（６）処分方法       資産管理サービス信託銀行株式会社（信託 E 口）に割当処分します。 
（７）処分後の自己株式数  707,438 株 
 

以上 
 


